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　新年明けましておめでとうございます。

　昨年は、家畜衛生行政が大きく転換した年でした。

すなわち、平成 13 年 9 月に我が国初の BSEを確認し

て以来取り組んできた食の安全・安心のための行政施

策として 15 年 5 月に食品安全基本法の制定、6月に家

畜伝染病予防法や薬事法の改正等が行われ、一連の法

体系が整備されました。また、7月 1 日に内閣府にリ

スク評価機関として食品安全委員会が設置され、農林

水産省においてもリスク管理を行う消費・安全局が設

置されました。そして衛生課は、生産局から消費・安

全局に移行するとともに名称を衛生管理課に変更し、

薬事行政を薬事・飼料安全室が担当することになりま

した。動物医薬品検査所は、動物用医薬品を介して食

の安全に深く関わっており、消費・安全局と密接に連

携して、検定・検査、調査研究、技術的審査、情報の

収集等の実施が求められています。

　その後の動きを見ますと 24 か月齢未満の若齢牛に

おける BSE の国内 8 例目（非定型的）及び 9例目の

確認（10 月及び 11 月）、コイヘルペスウイルス病の全

国での発生（10 月～）など社会的に大きな話題となる

疾病が続発しました。さらに、12 月には韓国における

高病原性鳥インフルエンザ（H5N1）及び豚コレラの

発生、米国における BSE の初発生など息つく間もな

い状況で年を越してしまいました。

　また、動物薬事関係については、14 年 7 月の薬事法

改正による生物由来製品の安全確保対策、獣医師によ

る副作用の報告等の制度とともに昨年 6月の薬事法改

正による食品の安全性確保のための個人による動物用

医薬品の製造及び輸入の禁止、未承認医薬品の使用の

禁止等の各種制度が昨年7月に施行されました。また、

11 月に食品に関するリスクコミュニケーション（家畜

に使用する抗菌性物質に関する意見交換会）が開催さ

れ、12 月に抗菌性の飼料添加物及び動物用医薬品の家

畜への給与、投与により選択される薬剤耐性菌が人の

健康に及ぼすリスク評価について食品安全委員会への

諮問が行われました。

　品質が確保された動物用医薬品が製造・供給されて

も、それが畜水産現場で適正に使用されなければ残留

問題や耐性菌の出現を助長することになり、その結果、

消費者が不信感、不安感を抱くことになってしまいま

す。これを防ぎ、消費者の信頼を得るためには、獣医

師、動物用医薬品販売業者及び生産者における使用段

階での要指示、要診察医薬品、使用規制等の法令遵守、

抗菌性物質の慎重使用の啓蒙、普及とともに監視指導

の徹底といった関係者のそれぞれの立場での責務の遂

行が必要です。

　このように消費・安全局における家畜衛生、動物薬

事行政の業務運営は、着実に根付き始めており、今後、

食品安全行政と産業振興のチェック・アンド・バラン

スの下で展開することになります。

　また、今年は、平成 14 年 7 月の薬事法改正による

新たな動物用医薬品、医療機器の承認・許可制度、安

全対策の平成 17 年 4 月施行に向けた準備を整えてい

く時期であり、その中で新たな制度の実施に対応した

当所の関わりを明確にしていかなければなりません。

　一方、動物用医薬品に関する食の安全性確保とともに

海外悪性伝染病の侵入に対する危機管理対策にも目を

向ける必要があります。既に当所では、海外から侵入す

るおそれのある口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ等に

対する動物用医薬品の情報収集、評価試験を実施してい

ます。今後、これらの業務の充実、強化が必要です。

　このようなことから、当所の平成 16 年度歳出予算

において、海外悪性伝染病ワクチン等の事前評価、ワ

クチン等の品質確認に有用な微生物株等の管理、増

大する動物用医薬品の副作用報告の技術的調査、デー

タベース化及び情報提供、動物用医薬品の使用基準の

設定又は見直し等に必要な経費の拡充が認められまし

た。しかし、これらの業務を的確に遂行するためには、

当所の各部署の連携、協力が不可欠であります。また、

限られらた予算、人員でこれらの拡充業務を展開する

ためには、既存業務の見直しも必要です。

　当所は、動物用医薬品の開発から製造、市販後にい

たる品質確保、安全性確保のための各種制度に係わっ

ています。この中で医薬品の開発・製造業者等に課せ

られた安全性、品質確保対策などの制度とその定着状

況を確認し、当所における検査・検定業務、調査業務

の効率化・簡素化を図りながら、社会から当所の貢献

が期待されている食の安全確保対策、危機管理対策業

務の充実に向けた努力を重ね、国民から有用な組織で

あると評価して頂く必要があり、そのために所員が一

丸となって取り組んでいかなければなりません。関係

各位におかれましても更なるご支援・ご協力を賜りま

すように重ねてお願い申しあげますとともに、皆様方

のご健勝・ご活躍を祈念いたしまして新年のご挨拶と

させていただきます。
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新年挨拶　

　動物医薬品検査所長　牧江　弘孝



　平成 15 年 12 月 24 日の閣議で平成 16 年度予算政府

案が決定されました。一般会計予算総額は 82 兆 1,109

億円で、今年度当初予算比 0.4％増でしたが、「経済財

政運営と構造改革に関する基本方針 2003」（平成 15 年

６月 27 日閣議決定）等を踏まえ、15 年度同様、一般

会計歳出及び一般歳出について「実質的に前年度以下

の水準」に抑制することを目標に、歳出全般にわたる

徹底した見直しが行われました。

　当所の平成 16 年度予算額は、総額で 966,379 千円（今

年度比 101.2％）となりました。拡充予算要求（動物

用医薬品危機管理安全対策費、動物用医薬品検定申請

等電子化対応費及び食品安全基準設定対応検査費）は

認められましたが、既存の予算については、ほぼすべ

て数％減額という非常に厳しいものとなりました。拡

充が認められた予算の概要は、以下のとおりです。な

お、組織・定員については変更はありません。

１　動物用医薬品危機管理安全対策費

（16 年度拡充）17,474 千円（今年度比 276.2％）

（1）総合検査棟において、海外で開発され又は試

作された重要な伝染病等のワクチン等の事前

評価を行う。

（2）ワクチン等の品質管理に有用な微生物株等に

ついて、収集、保管、提供等を一元的に行う。

２　動物用医薬品検定申請等電子化対応費　

（16 年度拡充）17,897 千円（今年度比 218.7％）

　薬事法の改正に伴い、増大することが予想され

る動物用医薬品の副作用報告について、技術的な

調査・分類・整理を行ってデータベース化すると

ともに、当所のホームページにおいて迅速に提供

して危害等の拡大を防止する。

３　食品安全基準設定対応検査費

（16 年度拡充）23,142 千円（今年度比 216.6％）

　食品の安全性を確保するため、動物用医薬品を

対象とした畜水産物のＭＲＬ設定に応じ、使用基

準の設定又は見直しのための技術的検討を行う。

（企画連絡室企画調整課長　　永井　英貴）

１．はじめに

　最近、食用動物へ抗菌性物質を使うことにより選択

された薬剤耐性菌もしくは耐性遺伝子が食物連鎖を介

して人へ伝播し、人の細菌感染症の治療を困難にする

という潜在的な危険性について、公衆衛生や家畜衛生

関連の国際機関や欧米において、緊急課題として取り

上げられている。このような国際動向を背景とし、我

が国では畜産分野における薬剤耐性モニタリング調査

が、平成 11 年度から本格的に開始され、今年で５年

目を迎えている。本調査では、特に公衆衛生分野への

影響に配慮しており、食品媒介性病原細菌としてサル

モネラとカンピロバクターを、薬剤感受性の指標細菌

として腸球菌と大腸菌を調査対象としている。

　平成 14 年度の薬剤耐性菌の発現状況調査（家畜由

来細菌の抗菌性物質感受性調査）は、抗菌性物質に対

する耐性菌の発現状況等の動向を把握すると共に、抗

菌性物質の人と動物の健康に対するリスク分析の基礎

資料を得ることを目的としたものである。本調査は、

生産振興総合対策事業実施要領（平成 14 年４月 15 日

付け 13 生畜Ｂ第 10200 号農林水産省総合食料局長及

び農林水産省生産局長通知）に基づき、実施された。

本稿では、平成 14 年度における調査成績の概要を紹介

する。

２．平成 13年度調査成績の概要

　調査検体は健康家畜の糞便とし、検体数は都道府県

ごとに各菌種とも４畜種（肥育牛、肥育豚、産卵鶏及び

肉用鶏）×６畜産経営以上×１検体＝24 検体以上（流

通飼料対策事業の調査も実施する県は８畜産経営以上、

32 検体以上）を原則とし、１検体から都道府県ごとに

指定された菌種を各検体２株分離することとした。な

お、各都道府県は毎年１菌種について調査し、調査対

象となる菌種は地域に偏りがないように配慮されてい

る。

　本調査は、対象菌種ごとに統一化、平準化された分

離培養法、菌種同定及び薬剤感受性試験法により実施

した。菌の分離・同定は、形態学的、生化学的性状検

査及び遺伝学的検査により行った。分離菌株の供試薬

剤に対する感受性の測定は、「MIC測定用試験紙」（昭

和薬品化工（株））を用いた一濃度ディスク拡散法に

より推定最小発育阻止濃度（MIC）を求めた。MIC値は、
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米国臨床検査標準委員会（NCCLS）の提唱する表示法

に準拠して２の乗数値μg/mL で表した。なお、耐性

限界値（ブレークポイント）は、供試菌株のMIC分布

が二峰性を示した場合のみ、感受性菌と耐性菌のピー

クの中間値として設定した。

（1）サルモネラ

　糞便からのサルモネラの分離は、ハーナテトラチ

オン培地での遅延二次増菌培養を併用することによ

り行った。その結果、供試された 340 検体中 26 検

体（7.6％）から 50 株（肥育牛２株、肥育豚２株、採

卵鶏９株及びブロイラー 37 株）が分離された。分

離菌株の血清型別では、９種類の血清型が検出され、

その主要な血清型は主にブロイラーから分離され

る S. Infantis 及び肥育牛と肥育豚から分離される S. 

Typhimuriumであり、両者で全体の半数以上を占め

た。

　分離菌 22 株の薬剤感受性試験成績を表１に示し

た。供試 20 薬剤中９薬剤に二峰性のMIC 分布が

認められ、その耐性率はビコザマイシン（BCM）

26.0％、カナマイシン（KM）40.0％、オキシテトラ

サイクリン（OTC）76.0％、トリメトプリム（TMP）

30.0％、ジヒドロストレプトマイシン（DSM）28.0％、

ナリジクス酸（NA）14.0％、アンピシリン（ABPC）

12.0％、クロラムフェニコール（CP）12.0％、及びオ

キソリン酸（OA）4.0％の順であった。セフェム系

薬剤（セファゾリン（CEZ）、セフロキシム（CXM）、

セフチオフル（CTF））に対する耐性株は認められ

なかった。由来動物ごとの各薬剤に対する耐性率に

は特徴がみられ、OTCに対しては、産卵鶏以外の動

物由来株において、いずれも 50％以上の高い耐性率

を示した。ABPC 及び DSMに対しては、牛及び豚

由来株は全てMIC 値 64μg/mL 以上の耐性を示し

た。一方、フルオロキノロン剤であるエンロフロキ

サシン（ERFX）及びオフロキサシン（OFLX）に対

しては、極めて高い感受性を示した。

（2）カンピロバクター

　カンピロバクターは、家禽等の食肉を原因食品と

した人の下痢症の原因菌であり、欧米では最も多発

する散発性食中毒の原因菌である。最近では、カン

ピロバクター腸炎の治療薬であるフルオロキノロン

剤の耐性株が人の症例や畜産食品等からの分離が報

告され、その薬剤感受性動向が注目されている。

　採取した糞便はシードスワブ（輸送用培地）を用

いて実験室に輸送し、CCDA培地による直接分離

培養によりCampylobacter jejuni 及び C. coli の分

離を行った。分離菌株について、生化学的性状検査

及び PCR法により菌種同定を行った。本調査では、

肥育牛 96 検体中 16 検体（16.7%）、肥育豚 91 検体

中 22 検体（24.2%）、産卵鶏 89 検体中 36 検体（40.4%）

及びブロイラー 66 検体中 20 検体（30.3%）から計

168 株が分離された。その菌種内訳は C.jejuni 112

株及び C.coli 56 株であった。肥育牛、産卵鶏及びブ

ロイラーからは主にC.jejuni が、肥育豚からは主に

C.coli が分離された。分離された C.jejuni について

は耐熱抗原による血清型別（Penner の方法）を行っ

た。その結果、その結果、肥育牛由来はＢ群９株、

Ｄ群４株、Ｇ群１株、Ｊ群１株、U群１株、R群２

株、Z5 群２株及び型別不能６株、肥育豚由来では

型別不能２株、産卵鶏由来ではA群 1株、B群 17 株、

E群 4株、F群 1株、G群 6株、U群 2株、Y群 7株、

Z群 1株、複合型４株及び型別不能９株、ブロイラー

由来ではA群 4株、B群 3株、C群 1株、D群 6株、

G群 2株、I 群 1 株、J群 1株、K群 2株、U群 2株、

Z群 1株、Z5 群 1 株及び型別不能 8株であり、B群、

D群及びＧ群が多く認められた。

　薬剤感受性試験は、５%馬脱線血添加ミューラー

ヒントン寒天培地を用いたディスク拡散法により

行った。その培養条件は 37℃、微好気、48 時間と

した。分離菌 168 株の薬剤感受性試験成績を表２

に示した。供試した 16 薬剤中、10 薬剤において

MIC 分布に二峰性が認められ、その耐性率はOTC

　50.6%、キノロン系薬剤（NA,OA,ERFX および

OFLX）16.1-17.9%、DSM　13.7%、タイロシン（TS）

　13.1% の順に高い結果となった。由来動物別に耐

性率を比較すると、いずれの薬剤についても肥育豚

由来株の耐性率がもっとも高かった（表５）。

（3）腸球菌

　腸球菌の選択培地である Bile Esculin Azide 培

地（BEA）から、一般腸球菌として Enterococcus 

faecalis 及び E.faeciumの 2菌種を分離し、かつ同じ

検体について BEAに６μg/mL のバンコマイシン

（VCM）を添加した培地（VCM-BEA）から、VCM

低感受性腸球菌の分離を試みた。供試した糞便 324

検体中、160 検体（49.4％）から 246 株（肥育牛 27

株、肥育豚 59 株、産卵鶏 83 株及びブロイラー 77

株）の一般腸球菌が分離された。一方、VCM低感受

性腸球菌は、同じ糞便 391 検体中、72 検体から 98 株

が分離された。VCM低感受性腸球菌を構成する菌

種は、その多くがVCMに低度の自然耐性を示す運

動性腸球菌（E.gallinarum, E.casseliflavus あるいは
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E.flavescens）であり、MIC 値はいずれも低く、人

の医療上、問題となるいわゆるVanA及びVanB 型

のバンコマイシン耐性腸球菌（VRE）は認められな

かった。

　分離された一般腸球菌 246 株の薬剤感受性につい

て、表３にまとめた。供試した 20 薬剤のうち、GM、

EM、TS、OTC、CP、アビラマイシン（AVM）及び

エフロトマイシン（EFM）の 7薬剤について、二峰

性のMIC 分布が認められた。特に、OTC（60.6%）

及び EFM（58.9%）に対する耐性株が多く、動物種

別で見ると、OTCでは肥育豚（72.9%）、次いでブロ

イラー（72.7%）の順に耐性率が高く、EFMでは肥

育豚（67.8％）、次いで産卵鶏（63.9％）の順に耐性率

が高かった。

（4）大腸菌

　一般大腸菌については DHL を、O157（志賀毒素

産生性大腸菌）についてはBCM O157 寒天培地（栄

研化学（株））をそれぞれ用いて分離を試みた。供試

した糞便 384 検体中、302 検体（78.6%）から 550 株

（肥育牛 181 株、肥育豚 140 株、産卵鶏 114 株及びブ

ロイラー 115 株）の一般大腸菌が分離された。O157

は359検体中、肥育牛の1検体から2株が分離された。

　これら大腸菌及びO157 の計 552 株の薬剤感受性

について、表４にまとめた。供試した 20 薬剤のう

ち、ABPC、CEZ、CXM、CTF、APM、DSM、NA、

OA、ERFX、OFLX、OTC、CP及びトリメトプリム

（TMP）の計 13 薬剤について、二峰性のMIC 分布

が認められた。特に OTC（51.3%）、DSM（31.0%）

及びABPC（23.0%）に対する耐性株が多かった。由

来動物別でみると OTC では肥育豚（67.9%）、次い

でブロイラー（66.7%）の耐性率が高く、DSMでは

ブロイラー（41.2%）、次いで肥育豚（31.4%）の耐性

率が高く、ABPC ではブロイラー（40.4%）、次いで

肥育豚（24.3%）の耐性率が高かった。セフェム系薬

剤（CEZ、CXM、及び CTF）に対しては、耐性株の

多くがブロイラー由来であった（3薬剤ともに耐性

率 2.6％）。一方、肥育牛でCXMに（0.5％）、産卵鶏で

CEZに（0.9％）耐性株が認められたが、肥育豚では

全く認められなかった。フルオロキノロン剤（ERFX

及びOFLX）に対しては、低率ながらもそれぞれ 2.2%

及び 2.7% に耐性株が認められ、ブロイラー（5.3 及

び 6.1％）、肥育豚（2.9 及び 3.6％）の順に耐性率が高

い傾向にあった。

　O157 の薬剤感受性については、一般大腸菌で耐性

株が認められた 13 薬剤のMIC 値と比較すると、全

体に高い感受性を示し、耐性株の出現は認められな

かった。

３．おわりに

　本稿では、平成 14 年度に実施した家畜由来細菌の

抗菌剤感受性調査成績の概要を紹介した。今回の調査

４菌種における由来動物別の主要薬剤、すなわち、β

－ラクタム系、アミノグリコシド系、マクロライド系、

テトラサイクリン系及びキノロン系薬剤に対するそれ

ぞれの耐性率を比較した成績を表５に示した。いずれ

の菌種でも、由来動物ごとに耐性率に差が認められた。

産卵鶏由来株における耐性株の出現は、いずれの菌種

でもブロイラー由来株に比べて全体に少なく、野外で

の限定的な抗菌剤の使用実態（産卵鶏に使用が認可さ

れている抗菌剤は極めて少ない）を反映しているもの

と推察された。フルオロキノロン剤に対する耐性株は、

過去の調査と同様に、カンピロバクターと大腸菌分離

株の一部に認められており、今後とも耐性動向を特に

注視しなければならない。

　従って、今後とも全国レベルでの畜産分野における

各種細菌の抗菌剤感受性調査を継続し、得られた成績

を集積・解析後、順次それらの試験調査データを公

表していくこととしている。また、平成 13 年度以降、

各種抗菌剤の活性成分ごとの使用量が動物別に集計さ

れる予定であり、これら統計情報データ等に基づき、

野外での抗菌剤の使用実態と薬剤感受性の変化との関

係や畜産業における抗菌性物質の使用が人医療に及ぼ

す影響について分析を実施している。そのためにも、

調査事業の遂行上、医学関係機関や食品衛生関係部署

との協力・連携を深め、これら国内外の機関との情報

交換及び調査データの共有化等を図っていくことが不

可欠となる。「国立感染研・国立衛研・都衛研・動薬

検技術連絡会議」（動薬検ニュースNo.250 参照）のメ

ンバーに埼玉衛研と動衛研を加えて同連絡会議が拡大

し、家畜衛生分野と公衆衛生分野での耐性菌調査に関

する情報交換等を継続している。また、平成 15 年度よ

り厚生労働科学研究費補助金による食品安全確保研究

事業として「食中毒菌の薬剤耐性に関する疫学的、遺

伝学的研究班」が設置され、当所も分担研究機関となっ

て、薬剤耐性菌に関する実質的な省庁横断的共同研究

がスタートした。この連携の充実により我々が実施し

てきた畜産分野における一連の耐性菌調査データの中

に「危険度分析」と「耐性閾値」の概念を盛り込め、デー

タの科学的価値を高めることができると考える。

　耐性菌問題に対する獣医領域の主要な対応策は、人
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の医療分野と同様であり、国際的な共通認識となって

いる「慎重使用の原則」の遵守である。すなわち、抗

菌性物質の使用の現場においては、原因菌の薬剤感受

性試験データや添付文書等の有用な基本情報（抗菌ス

ペクトル、薬物動態等）に基づく薬剤選択が、益々重

要なこととなっている。

　抗生物質製剤検査室

　　　　高橋　敏雄、浅井　鉄夫

           小島明美、石原可奈子、江 　英剛

　検査第二部長          田村　豊
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ぶりα溶血性レンサ球菌症関連の不活化ワクチンの

安全・力価試験法の統一に関する製造担当者会議

　養殖魚における魚病対策としては、これまで各種薬

剤や抗菌剤が用いられてきたが、環境汚染、残留ある

いは耐性菌出現等の諸問題の誘因になる可能性が示唆

されるようになり、養殖産業においてもワクチンによ

る予防対策が普及されつつある。特に、ぶりα溶血性

レンサ球菌症に対しては、各製造所社が不活化ワクチ

ンの開発を進めており、製造（輸入）承認申請製剤及

び検定製剤数も増加してきている。

　一方、これらの製剤の安全及び力価試験においては、

試験魚の種類・体重、飼育水温、免疫期間及び攻撃菌

株などの多様化が顕在してきている。また、試験魚の

多くは天然稚魚を用いていることから入手先及び入手

期間にも制限があり、検定及びに調査の円滑な実施に

支障をきたすおそれがある。

　そこで、ぶりα溶血性レンサ球菌症不活化ワクチン

及びその類似製剤の有効性をより客観的に評価すると

ともに、国家検定の円滑な推進を図ることを目的とし

て、当該製剤の安全試験法及び力価試験法の統一化を

動物医薬品検査所が提案し、この統一案に対する関係

所社の意見を広く求めるために、平成 15 年９月 12 日

に動物医薬品検査所において製造担当者会議が開催さ

れた。８製造所社から 15 名、消費・安全局衛生管理

課薬事・飼料安全室及び動物医薬品検査所から６名、

合計 21 名が参加した。

　動物医薬品検査所より、今回提案する試験方法を設

定するための検討成績等についての説明がなされると

ともに、以下のような統一試験法（案）が示された。

・安全試験：試験魚は 24 時間以上餌止めした後、１

群 15 尾以上ずつの２群に分ける。１群は試験群

として各ワクチンの用法及び用量に従って免疫を
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行い、他の１群は対照群としてワクチンの代わり

に PBS を用いて同様の処置を行う。それぞれ飼

育水温 25℃、循環式で 14 日間飼育し観察する。

・力価試験：安全試験最終日の前日から 24 時間以

上餌止めした試験群及び対照群を麻酔し、ラクト

コッカス・ガルビエ（L.g）KG9502株培養菌液0.1mL

ずつ（約 10４CFU/ 尾）を腹腔内に注射して攻撃

した後、飼育水温 25℃、循環式で 14 日間観察し

て各群の生死を調べる。

　統一試験法（案）の現行試験法との主な相違点は、

①飼育水温を、現行試験法において安全試験では 20℃

（試験最終日に 25℃に上昇）、力価試験では 27℃と規

定しているものを一定の水温 25℃で実施すること、②

力価試験における攻撃用菌株を、現行試験法で規定さ

れている製剤毎に異なる菌株（ほとんどが製造用株）

から L.g KG9502 株に統一することである。

　動物医薬品検査所からの提案及び検討成績について、

飼育水温、攻撃用菌株、試験魚などに関する質疑応答

がなされた。本提案については、参加者間でほぼ合意

がみられ、今後は以下のような対応を行うこととなっ

た。

①動物医薬品検査所が提案した試験方法を検討する

予定の各製造所社は、試験法の詳細に関する資料

に準じて試験を行う。

②製造所社が実施した試験結果及び意見について

は、平成 16 年 12 月末日までに動物医薬品検査所

魚類製剤検査室へ提出する。

③提出された試験成績及び意見については、魚類製

剤検査室が取りまとめ、各製造所社並びに動物用

生物学的製剤協会（現 日本動物用医薬品協会）へ

平成 17 年 1 月末日までに報告する。

④第２回製造担当者会議開催の必要性の有無につい

ては、成績等の取りまとめの過程で判断し、事前

に協議する。

⑤これらの成績等に基づいて、動物用生物学的製剤

基準及び動物用生物学的製剤検定基準の一部改正

が可能と判断された場合には、消費･安全局衛生

管理課において改正作業を進める ｡

　従来から動物医薬品検査所においては、承認申請製

剤の規格及び試験方法に関して事前に検討を行ってい

る。しかし、水産用ワクチンに関しては試験魚の入手

及びに試験施設等の問題から、それらの確認試験の実

施が困難となる場合も想定される。そこで、水産用ワ

クチンの承認申請を予定している各製造所社へ、当該

製剤の規格検査方法に関して魚類製剤検査室へ事前に

相談されるよう動物医薬品検査所から依頼がなされた。

（魚類製剤検査室長　　鈴木　祥子）

平成 13年度事故防止・被害対応業務における病

性鑑定由来微生物の性状調査結果概要─サルモネ

ラ、大腸菌、アクチノバチルス・プルロニューモニエ、

マンヘミア（パスツレラ）・ヘモリティカ̶

　平成７年度より製造物責任法（PL法）が施行され、

当所においては、動物用医薬品の使用に伴う事故防止・

被害対応業務を実施している。その業務の一環として、

全国家畜保健衛生所等において、主に家畜の病性鑑定

材料から分離される各種野外流行株を当所で収集し、

その性状検査等を実施することにより、動物用医薬品

のそれらの野外流行株に対する有効性等、各種情報の

提供を関係機関に対して行っている。本稿では、平成

13 年度に収集したサルモネラ、大腸菌、アクチノバチ

ルス・プルロニューモニエ及びマンヘミア（パスツレ

ラ）・ヘモリティカについての調査成績をとりまとめ

たので、その概要を報告する。

収集した各種菌株に対する抗菌剤のMIC（最小発育

阻止濃度）値は、米国臨床検査標準委員会（NCCLS）

に準拠した寒天平板希釈法により測定した。供試薬剤

の種類とその略称を表１に示した。なお、今回の薬剤

感受性試験では、MICブレークポイントは、供試株の

MIC分布が二峰性を示した場合のみ、感受性菌と耐性

菌のピークの中間値として設定し、いわゆる微生物学

的ブレークポイントを全てに採用した。

１．サルモネラ

　サルモネラは 62 株収集され、20 種類の抗菌剤

についてMIC 値を測定した結果、13 薬剤（ABPC, 

DSM, GM, KM, CL, OTC, BCM, CP, NA, OA, 

ERFX, OFLX及びTMP）に二峰性のMIC分布がみ

られ、それらの耐性率は1.6～61.3％であった（表２）。

フルオロキノロン剤である ERFXと OFLXに対し

ては、低度耐性株（MIC 値４μg/mL）が１株分離

されたが、殆どの株はMIC値 0.125 μg/mL以下と

極めて高い感受性を示した。なお、セフェム系薬剤

（CEZ、CXM、CTF）に対する耐性株は全く認めら

れなかった。

２．大腸菌

　大腸菌では、供試 27 薬剤中 18 薬剤（ABPC, 

MPC, DM-A, DSM, GM, KM, SPCM, DOXY, OTC, 

CP, FOM, NA, OA, DNFX, ERFX, OBFX, OFLX及
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びTMP）に二峰性のMIC分布が認められ、それら

の耐性率は 1.9 ～ 81.1％であった。フルオロキノロ

ン剤に対しては、全体の 3.8％に耐性株が出現して

いた。

３．アクチノバチルス・プルロニューモニエ

　収集した 25 株の 22 種類の抗菌剤に対するMIC

値を、基本的にはNCCLS に準拠した寒天平板希釈

法（β -NADを 25 μg/mL 添加したミューラーヒ

ントン寒天培地を感受性測定用培地として使用）に

より測定した。OTC、KM、DSM、GM、BCM、

TM及び TPに耐性菌が認められ、耐性率は 4.0 ～

20.0％であった。

４．マンヘミア（パスツレラ）・ヘモリティカ

　収集した 14 株のMIC 値を測定した。供試 22 薬

剤に対し 10 薬剤（AMPC, ASPC, MPC, DSM, KM, 

SPCM, DOXY, OTC, CP 及び TP）と半数近くに耐

性株の出現が認められたが、９剤に耐性を示す多剤

耐性株が１株分離された影響が大きく、大部分の株

は全ての供試薬剤に対して感受性であった。この多

剤耐性株以外に、OTC及びDOXYに対して耐性を

示す株が１株及びDSM耐性株が１株分離された。

５．まとめ

　今回のサルモネラ及び大腸菌の調査においては、

低率ではあるものの、フルオロキノロン耐性株の出

現が認められており、これら耐性株の動向について

は、今後も引き続きモニタリング調査する必要があ

ると思われる。アクチノバチルス・プルロニューモ

ニエについても、耐性率は低いものの、広範の薬剤

に耐性株の出現がみられたことから、治療薬の選択

には十分注意する必要があると共に、抗菌剤の慎重

使用の必要性が強く示唆された。また、今後は本菌

の血清型と耐性との関連性も検討する予定である。

パスツレラ・ヘモリティカに関しては、大半の株は

供試全薬剤に対して高い感受性を示したものの、多

剤耐性株の出現が認められおり、今後はこの株に関

して、耐性機構の詳細な解明を行う予定である。

（抗生物質製剤検査室　　江嵜　英剛）
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大 腸 菌 

Ampicillin ABPC 
mecilinam MPC 
Cefazolin CEZ 
Cefuroxime CXM 
Ceftioful CTF 
cefquinome CQN 
Dihydrostreptomycin DSM 
Kanamycin KM 
Gentamicin GM 
Apramycin APM 
spectinomycin SPCM 
Destomycin A DM -A 
Colistin CL 
Chloramphenicol CP 
thiamphenicol  TP 
Oxytetracycline OTC 
doxycycline  DOXY 
Bicozamycin  BCM 
fosfomycin  FOM 
Nalidixic acid  NA 
Oxolinic acid  OA 
Enrofloxacin  ERFX 
Ofloxacin  OFLX 
danofloxacin  DNFX 
orbifloxacin  OBFX 
Sulfadimethoxine  SDMX 
Trimethoprim  TMP

 表１    サルモネラ 

 Ampicillin  ABPC 
 Apramycin  APR 
 Bicozamycin  BCM 
 Cefazolin  CEZ 
 Colistin  C 
 Chloramphenicol  CP 
 Ceftioful  CTF 
 Cefuroxime  CXM 
 Destomycin A  DM - A 
 Dihydrostreptomycin  DSM 
 Enrofloxacin  ERFX 
 Gentamicin  GM 
 Kanamycin  KM 
 Nalidixic acid  NA 
 Ofloxacin  OFLX 
 Oxytetracycline  OTC 
 Sulfadimethoxine  SDMX 
 Trimethoprim  TMP 
 Olaquindox  ODX 
 Oxolinic acid  OXA

アクチノバチルス・プルロニューモニエ 
マンヘミア（パスツレラ）・ヘモリティカ 

 benzylpenicillin  PCG 
amoxycillin  AMPC 
aspoxicillin  ASPC 
mecilinam  MPC 
ceftioful  CTF 
cefquinome  CQN 
dihydrostreptomycin  DSM 
gentamicin  GM 
kanamycin  KM 
spectinomycin  SPCM 
mirosamicin  MRM 
tilmicosin  TMS 
tylosin  TS 
colistin  CL 
oxytetracyclin  OTC 
doxycycline  DOXY 
bicozamycin  BCM 
chloramphenicol  CP 
tiamulin  TML 
enrofloxacin  ERFX 
orbifloxacin  OBFX 
danofloxacin  DNFX 
florfenicol  FFC 
thiamphenicol  TP 
Trimethoprim  MP
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　日米 EU間の動物用医薬品承認基準（承認審査資

料）の調和に関する国際協力は "VICH" として 1996 年

から進められ、多くのガイドラインを動物用医薬品の

ために作成してきていることは動薬検ニュースでも毎

回のように紹介されているが、人の医薬品においては

VICHに５年程先んじて日米EU医薬品規制国際会議

（ICH) が活動を開始している。ICHは、VICHにとって

先行する同種同様の作業として大きな影響を与える重

要な会議であり、会議は日米EU間の持ち回りで行わ

れ、日本においては第３回の横浜に続き、今回第６回

会議が大阪国際会議場（大阪府）で平成 15年 11 月 12

～ 15日に開催され、参加する機会を得たので報告する。

１．ICH６プログラム

　11月 12 日　サテライトセッション

　非 ICH地域の調和に向けた協力関係、Med DRA

医薬品規制情報データベース、遺伝子治療用医薬品

に関する３セッションが並行して行われ、著者は非

ICH地域の調和に向けた協力関係に参加した。アジ

ア、南アフリカ、中南米の各地域におけるAPEC、

SADC、PANDRHの各組織内の医薬品の調和に関

するグループ及びWHOから、各地域内の ICHの成

果の共有と調和について講演と討議が行われた。

　11月 13 日　オープニングプレナリーセッション

　森厚生労働副大臣の挨拶に始まり、「製薬企業の創

薬に向けた新たな展望」をテーマ　に永山日本製薬

工業協会会長、ランプキン米国FDA主席副長官等

第６回日米 EU医薬品規制調和国際

会議（ICH６）

表５　マンヘミア（パスツレラ）・ヘモティカ薬剤感受性 

 
AMPC ≦0.125 - 8 0.25 0.5 2 1 5.9 
ASPC ≦0.125 - 2 ≦0.125 ≦0.125  0.5 1 5.9 
PCG ≦0.125 - 0.5 0.25 0.5 
MPC ≦0.125 - 2 ≦0.125  0.25  0.5 1 5.9 
CTF ≦0.125 ≦0.125 ≦0.125 
CQN ≦0.125 ≦0.125 ≦0.125 
DSM 0.5 - >512 4  256 32 2 11.8 
GM ≦0.125 - 2 1  2 
KM ≦0.125 - 256  2  4  32 1 5.9 
SPCM 4 - 256 16 16 64 1 5.9 
MRM 1 - 8 8 8 
TMS  0.25 - 4 2  2 
TS  4 - 32  16 32 
CL  0.25 - 0.5  0.25  0.25 
DOXY  0.5 - 4 0.5 4 2 2 11.8 
OTC  0.25 - 64  0.5 32 4 2 11.8 
BCM 2 - 4 4 4 
CP 0.25 - 8  1 1  2 1 5.9 
TML  2 - 8 8  8 
DNFX ≦0.125 - 0.5 ≦0.125 ≦0.125 
ERFX  ≦0.125 - 0.5 ≦0.125 ≦0.125 
OBFX  ≦0.125 - 1  ≦0.125 ≦0.125 
FFC  0.25 - 1 1  1 
TP  ≦0.125 - 128 1 1 8 1 5.9 
TMP  ≦0.125 ≦0.125 ≦0.125

 

   MIC 50  MIC 90  ﾌﾞﾚｰｸﾎﾟｲﾝﾄ  耐性率 

 
薬 剤 Range

 （μg/mL）  （μg/mL） （μg/mL） 
耐性菌株数

 （％） 

 



の基調講演が行われた。業界は、新規性の高い創薬

に視点を置いて ICHの調和の効果を期待していた。

その後「共通技術資料（CDT）の運用に関する展

望の共有」について講演が行われ、現在の ICHにお

いてCTDの実施の重要性が示された。厚労省は米、

EUとの資料作成の違いが目立つ申請書「概要」の

日本での重要性をアピールした。この相違は、業界

を含め調和を妨げるものではないとの認識であった。

　CTDブレイクアウトセッション

　CTDに係る全体会合に引き続き CTDブレイク

アウトセッションが行われ、品質 CTD、安全性

CTD、有効性CTD、electronic CTDの各セッショ

ンの講演が並行して行われた。筆者は品質CTDセッ

ションに参加した。このセッションの座長の一人

Dr. Jean-Louis Robert は、筆者が座長をしたVICH

の品質作業部会の第１、２回会合に EU専門家とし

て参加していた。

　11月 14 日　トピックブレイクアウトセッション

　品質、医薬品監視及び医薬品規制情報の伝達、安

全性及び有効性の３つのセッションの講演が並行し

て行われた。筆者は品質セッションに参加した。医

薬品の安定性試　験ガイドライン、不純物に関する

ガイドライン等VICHでも馴染みのあるテーマが講

演され、いずれVICHでもこの ICHの成果を踏まえ

た検討が行われるものと期待される。残留溶媒のガ

イドラインについては、変更や新規物質追加の議論

は電子的な方法で行われているとのことで、今後の

VICHでの同様のメンテナンスの参考となる。また、

３極の局方の調和に関する講演も行われ、米国、EU

の動物薬業界が作業の一部に参加しているとのこと

であった。局方の調和は、もともと ICHと別に実施

されていたが、ICHの中で進展を見せ始めている。

　11月 15 日　クロージングプレナリーセッション

　非 ICH地域の調和に関するサテライトセッション

のまとめから始まり、「医薬品開発の新しいアプロー

チと画期的治療法の評価」をテーマに竹中日本製薬

工業界副会長、早川国立医薬品食品衛生研究所副所

長等の基調講演が行われた。新たなトピックスへの

挑戦と既存ガイドラインのメンテナンス、そしてグ

ローバルな医薬品規制の調和を求めて閉会となった。

２．所　感

　ICHの公開会議は第６回目で、日本では前回横浜、

今回大阪でと地域性を考えて開催されている。次回

日本でのVICH公開会議も大阪近辺での開催が望ま

れるのかもしれない。

　ICH６の事前参加登録者は約 1400 名で、最終的

には約 1800 名が参加登録した。昨年のVICH ２の

参加者が約 200 名であることを考えると、ICHは約

９倍の参加者があったわけで、その規模の大きさが

感じられる。しかし、人の医薬品と動物用医薬品の

販売高を比較すると、VICHの方が明らかに多くの

参加者を集めているとも考えられなくはないが、会

場の施設、多くの業者等の展示、講演内容等を考え

ると、やはり ICHは規模が大きく専門性が高いとい

う印象を受け、VICHは身分相応にやるべきである

と感じざるを得ない。また、参加者で特に目を引い

たのは、アジアからの参加者が大勢いたことで、中

国語が会場で飛び交っていた。その他にも非 ICH地

域の協力というトピックの影響もあろうが、アフリ

カ、南米、アセアン各国からの多くの参加者がいた。

VICHではアジア地域からはマレーシアと韓国から

１、２名の参加で、アジアからの参加が少ないと批

判されたことを考えるとその違いを感じる。VICH

においても非VICH 地域との協力は一つの課題と

なっており、その任を負うOIEが、ICHでのWHO

のような役割を担うことができるのかが課題であろ

う。

　講演内容の多くは ICH 関係者には目新しいもの

ではなかったのかもしれないが、直接関係していな

いものとしては、色々な意味での ICHの状況を知る

ことができたと言える。規制の調和、局方の調和、

CTDの成果、非 ICH地域との連携等のテーマにつ

いて得た情報は、今後の VICH 活動にも有益であ

る。最後に、ICH６では、パネルディスカッション

が充実していて多くの質問に講演者が丁寧に答えて

おり、そのための時間を取っていたこと、そして資

料が不親切に感じるほど少なく合理的であったこと

は、今後のVICH公開会議の参考となった。

（一般薬検査室長　　高橋　美幸）
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ICH ６　サテライトセッション
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１．設立の背景

　耐性菌問題についての国際的な大命題である「食用

動物に対して抗菌性物質を使用することにより、どの

程度耐性菌が選択され、家畜で新たに生じた耐性菌あ

るいは耐性遺伝子が食物連鎖等を介してヒトへどの程

度伝播され、拡散しているのか、さらに、このことがヒ

トの細菌感染症の治療を困難にする潜在的危険性をど

の程度もたらす可能性があり、それをどの程度予測で

きるのか」等に少しでも近づき、それらに貢献できる

有用なデータを提供していくことが、薬剤耐性菌の調

査研究に携わる関係機関等に強く求められてきている。

２．設立の意義

　その目的達成のためには特に、医療、食品及び家畜

衛生分野との密接な連携が不可欠であり、平成 13 年

９月より「機関連携技術連絡会議」が設立された。本

会議はこれまで７回に亘り定期的に開催され、薬剤耐

性菌問題等について、試験データ等を中心とした情報

交換と共同研究等の取組みを協議してきた。

　試行的ではあったが、省庁を超えたこの協調体制が

実現されたことを契機に、平成 15 年度からはその中

核を担う基礎研究システムとして、厚生労働科学研究

費補助金による食品安全確保研究事業「食中毒菌の薬

剤耐性に関する疫学的・遺伝学的研究班」（研究事業

予定期間：３年）が当所も分担研究機関となり、立ち

上げられた。

３．研究組織と分担研究項目

（1）国立感染症研究所：ヒト由来食中毒菌及び腸

内細菌の耐性化の遺伝学的解析

（2）国立医薬品食品衛生研究所：食中毒菌の薬剤

耐性獲得のリスクマネージメント

（3）東京都健康安全研究センター：食品・ヒト由

来腸内細菌の薬剤耐性の疫学的研究

（4）埼玉県衛生研究所：食品・ヒト由来食中毒菌

の薬剤耐性の疫学

（5）独立行政法人農技研動物衛生研究所：家畜由

来腸内細菌の薬剤耐性化機構の解析

（6）農水省動物医薬品検査所：家畜由来腸内細菌

の薬剤耐性の疫学的研究

４．研究の概要

　本研究においては、「基礎的」な evidence data 又は

suggesting data（これまで全く示されてこなかった）

の収集が期待されており、行政評価としてもその主眼

は基礎研究である。具体的には、本研究の目的は①家

畜、食品及び患者の段階で分離される食中毒菌の各種

性状や薬剤耐性を解析すると共に、②実際の耐性菌に

よる食中毒事例の調査を通じ、遡り調査等の疫学解析

から耐性化の原因を解析することにある。

（抗生物質製剤検査室長　　高橋　敏雄）

厚生労働科学研究費補助事業による
食品安全確保研究事業「食中毒菌の
薬剤耐性に関する疫学的・遺伝学的
研究班」の概要について

   月　  日                                       行　　　　　　事                                                       場　　　　所  

15.    12.2 ～ 3        第 8 回 UJNR出席                                                                                       つ く ば 市

15.     10～ 12      分子生物学会                                                                                              神 　 戸 　 市

             14         観賞魚臨床研究会シンポジウム出席                                                                日本獣医畜産大学

             15         日本獣医師会中央研修会                                                                               麹　町　会　館

             18         第 491 回技談会開催（演題：発表者）                                                              当　　　　　所

                                       ○ 豚丹毒菌と畜場由来株の薬剤感受性：新井明子

                                       ○ 健康家畜の糞便から分離された豚丹毒菌の性状解析：山本欣也

                                       ○ 平成 15 年度畜水産品残留安全協議会秋季研修会の概要について

                                       　：山本欣也
                                       【特別講演】

                                       ○ 研究生活を振り返って：寺門誠致（前 農業技術研究機構理事）

             19         東京都家畜保健衛生業績発表会                                                                      立 　 川 　 市

             〃         医薬品安全性シンポジウム出席                                                                      北　里　大　学

主 な 行 事
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   月　日                      氏　　　名                                         　　所　　　　　　属　

15. 12.11          Chen Ching-Mai                                     台湾行政院衛生署食品検験局及び経済部標準検験局

                     Chen Hsin-Chin

                     Wu Tsu-Jung

                     Pai Chien-Chen

15. 12.16          Drh.DIDIN SUDIANA                            インドネシア国調査団（家畜衛生、動物薬事関係部署

                     他 25 名                                                の幹部）
15. 12.17          黒田正爾                                               日本獣医畜産大学学生

見  学  者

　平成 15 年 10 月 27 日から平成 15 年 11 月 22 日まで

タイ王国（以下タイと略す。）における JICAプロジェ

クト「タイ及び周辺国における家畜疾病防除計画」に

短期専門家としてワクチン製造工程管理について指導

してきたのでその業務概要を報告する。

１．背　景

　農業共同組合省畜産振興局（以下DLDと略す。）動

物用生物学的製剤製造部（以下VBDと略す。）は、タ

イ唯一の動物用生物学的製剤の製造所である。最近、

VBDの組織は改変され、総務部門、製造部門、品質

検査部門、QA部門から構成されている。さらに、製

造部門は口蹄疫ワクチン課、鶏病ワクチン課、細菌ワ

クチン課、豚コレラ・アヒル病ワクチン課から構成さ

れている。

　派遣先である鶏病ワクチン課はND（生、不活化）、

IBD（生、不活化）、IB（生）、Fowl Pox（生）の 6種

類のワクチンが、年間約 90 ロット生産されている。

VBDの鶏病ワクチンの市場占有率は約９％で、主に

中小の養鶏農家で使用されている。製造所は 5 年前

にドイツの援助によって建設された近代的な施設であ

る。タイでは食品医薬品省が動物用医薬品の許認可を

所掌しているが、来年度から動物用医薬品製造業者の

製造所に対しても医薬品の製造管理及び品質管理の方

法の基準（以下 GMPと略す。）を製造業の許可要件

とすることになったことから、VBDは GMPに適合し

た製造を確立しなければならない。そこで、DLDは

JICAに対し GMPに係る専門家の派遣を要請した。

２．指導内容

　1）GMPソフトについて

　カウンターパート（以下 CP と略す。）は GMＰ

についての概念が乏しかったので、英文の GMP教

育用のテキストを準備し、講義した。また、製造所

では GMPに必要な組織、基準書、手順書等は整備

されていなかったが、基準書、手順書に記載すべき

内容の一部はファイルにまとめられていた。そこで、

以下の事項について指導するとともに必要な手順書

等を整備した。

（1）教育訓練について教育訓練用の英文のテキスト

を作成した。

業務紹介－３３
　

　タイ王国「タイ及び周辺国における家畜疾病防

除計画」短期専門家派遣報告

 月　日     異動内容    官職     氏　　　名                                     摘　　　　　要　

16.   1.  1      配 置 換      技       守岡　綾子     検査第一部［ウイルス製剤第２検査室］
                                                                  （消費・安全局衛生管理課薬事第１班生物学的製剤第２係長）
        〃     配 置 換      技       西田　岳史     消費・安全局衛生管理課飼料安全基準班飼料添加物係長

                                                                  （検査第一部［ウイルス製剤第２検査室］）

人事異動

人 の 動 き



（2）組織

　GMPの組織に必要な医薬品製造管理者、製造

管理責任者及び品質管理責任者の責務を説明し、

VBDの組織に照らし合わせた場合、具体的にど

の者が適任か議論した。VBDの製造部門のそれ

ぞれの課は独立性が高いのでそれぞれの課長が製

造管理責任者、品質管理部門の長が品質管理責任

者になるべきものと考えられた。

（3）標準書等

　GMPに必要な以下の標準書及び基準書を作

成した。

ア　製品標準書

　記載すべき内容の多くは既に存在しており、

体裁を整えることで GMPに対応できるものと

考えられた。

イ　製造管理基準書

　これまで試験担当者の指定、製造指示書の発

行、記録等が規定されておらず、これらの事項

を規定した。

ウ　製造衛生管理基準書

　衛生管理上、トイレ及び更衣室の使用方法並

びに製造エリア用の作業服の滅菌方法、専用の

作業服等に問題があったので、SOPを改正する

よう指導した。これらの事項及び清浄度による

清掃方法及びその記録、器具機械の滅菌洗浄方

法、職員の定期的健康診断等について規定した。

エ　品質管理基準書

　資材の品質管理並びに中間製品及び最終小分

け製品のサンプリングは品質管理部門の職員が

担当するよう指導した。試験担当者は記録担当

者に文書で試験結果を報告すること及び製造管

理部門への試験結果の報告も文書でするよう規

定した。

（4）苦情処理及び回収の手順書

　これまで苦情処理及び回収の経験はないが、

GMPに必要なこれらの手順書は作成されていな

かったので、新たに作成した。

　２）構造設備（GMPハード）

　現在彼らが定義する製造所にはトイレ、更衣室、

シャワー室は存在しない。これでは日本のGMPハー

ドの基準に適合しない。そこで、製造所に隣接する

トイレ、更衣室、シャワー室も含めたエリアを新た

に製造所に定義した。また、作業服を製造所専用と

し、製造所から出るときは着替えるよう指導した。

３．問題点

　GMPの基本的な考えは世界共通であるので、日本

とタイのGMPを比較した場合、骨子は変わらないが、

今後、タイ食品医薬品省の GMP査察を受ける前にタ

イの GMPを入手し、自己点検表等を作成し、綿密に

確認する必要がある。

４．所　感

　日本では多くの製造業者が GMP体制を確立するた

めに数年間要したことを考えると、わずか４週間の派

遣で GMP体制を確立することは不可能である。しか

しながら、短期間に GMPの基盤を整備することがで

きたのは、優秀な CPと彼らとの建設的な共同作業に

よるものと考えられる。今後、今回作成した基準書を

もとに製造が開始されると、多くの問題が明らかにな

ると考えられるが、そうした場合、電子メール等で対

応したいと考えている。

　最後に、業務はもちろんのこととして、生活面のこ

とまで親切に対応してくださった CPをはじめ、タイ

側のスタッフに心から深謝の意を表したい。

（検査第一部主任研究官　　蒲生恒一郎）

　新年あけましておめでとうございます。

　新年号の表紙には、当所の屋上からみた富士山を載

せ、みなさまにお届けしました。

　本年の干支は９番目の「申」。調べてみると、やは

り有名なのは赤坂日枝神社の御神猿。魔が去る「まさ

る」ともいわれ、殖産繁栄の山王の神使として、厄

除、魔除、農業の守護などの信仰を集めている。当方

もBSE初発生後しばらくして当神社へ参ったことが思

い出される。まずは本年がみなさまにとってよき年と

なることをお祈り申し上げます。

　動薬検ニュースは動物医薬品検査所の創立 20 周年

を記念して 1976 年４月５日に第１号が発行されまし

た。以来 28 年が経ち本号は 257 号となります。この

間のニュースには動物薬事に関する様々な情報が掲載

されており、当所や動物医薬品業界の諸課題の解決の

ため、いろいろな立場から多くの方々のご尽力を賜っ

たことが振り返られます。この場をお借りして、関係

者のみなさまには、厚くお礼申し上げます。

　さて、近年、すべての利害関係者に対する適切なリ
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けやきコラム

　



スクコミュニケ－ションの実施が行政に対して強く求

められています。このようななか、当ニュースに掲載

する記事には専門的なものも多いことから、専門用語

は注釈をつけるなどわかりやすく書くこと、執筆者名

を入れること、背景やその情報が関係者にとってどの

ような意味を持つのか等の考察を加えることなど、編

集にも工夫して、よりよいニュースを提供していきた

いと考えています。

　常に読者を想定するということは当たり前のことで

すが、当ニュースの読者がさらに畜水産物等の生産、

流通、消費の各現場で接する様々な関係者まで想定し

て、これらの関係者と交わすコミュニケ－ションに役

立ち、情報が共有できるよう、幅広い視点を持って記

事を書くことは難しいものです。

　今後とも、読者のみなさまからの声を反映しながら、

改善していきたいと考えていますので、巻末のメール

アドレス等を利用して意見をいただければ幸いです。

また、当所では、動薬検ニュースのほかにもホームペー

ジを設置して適時、的確な情報提供に努めているとこ

ろです。昨年 12 月には光回線への切り替え等を行い、

利便性が格段に向上したと考えています。こちらの方

も是非ご利用いただき、積極的なご意見をお願いしま

す。　　　　　　　

（企画連絡室長　　山本　実）
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